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Ⅰ．はじめに

企業の持続的な成長と中長期的な企業価値の
向上に向け、形式的な対応にとどまらない、企業
と投資家の双方の取組におけるコーポレートガバ
ナンス改革の実質化が重要であると考えられる。

有価証券報告書については、近年、コーポレー
トガバナンスの観点等から、投資判断に必要な
情報の拡充が図られてきており❶、足元では、
サステナビリティ開示基準に基づく開示及び保
証の導入も検討されている。このような記載事
項の拡充により、投資家の意思決定のための有
価証券報告書の重要性は増しているところ、企
業と投資家の建設的な対話のさらなる充実のた
め、有価証券報告書による情報開示が定時株主
総会前に開示される必要性も高まっている❷。

こうした点を踏まえ、2024年12月に設置し
た「有価証券報告書の定時株主総会前の開示に
向けた環境整備に関する連絡協議会」（以下「連

絡協議会」という。）において、総会前開示に係
る課題及び具体的な施策について実務的な検討

を行うとともに、本年３月には、加藤金融担当
大臣より全上場会社に対して「株主総会前の適
切な情報提供について（要請）」（以下「大臣要請」

という。）を発出した。
本稿では、大臣要請を受けた2025年３月期

に係る企業の総会前開示の状況と今後の金融庁
の取組について解説する。なお、本稿において、
意見にわたる部分については、筆者らの個人的
見解であることをあらかじめ申し添えておく。

Ⅱ．2025年３月期に係る総会前開示
の状況

大臣要請では、有価証券報告書の提出は株主
総会の３週間以上前が最も望ましいことを示し
つつ、株主総会同日又は数日以内の提出が９割
以上を占めている足元の状況を踏まえ（図表１

参照）、取組の第一歩として、今年から、まず
は株主総会の前日ないし数日前に提出すること
の検討の要請を行った。また、企業負担の合理
的な軽減策を含めた対応策の検討を官民の関係
者と連携して行うこと、2025年３月期以降の

❶　例えば、ガバナンス情報に係る記載の拡充（役員報酬、政策保有株式、取締役会等の活動状況等）、
監査報告書におけるKAM（監査上の主要な検討事項）の導入、サステナビリティ情報の開示（人的資本・
多様性、気候変動等）の導入が行われている。
❷　また、定時株主総会後に有価証券報告書を開示するという我が国の運用は諸外国においては見られ

ないため、海外機関投資家からの有価証券報告書の定時株主総会前の開示（以下「総会前開示」という。）
を求める声がより強くなってきているところ、企業努力による情報開示の充実が、総会前開示が行わ
れていないことを理由に適正に評価されていない現状があると考えられ、我が国の運用をグローバル
な水準に揃えることによって日本市場への評価を高めていく必要がある。
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有価証券報告書の提出状況の実態把握を行い、
有価証券報告書レビューにおいて調査を行うな
どの対応を検討していくことについても示して
いる。

金融庁では、大臣要請を受けた企業の動向を
フォローしており、本年７月15日、2025年３
月期に係る総会前開示の実施状況を集計し、公
表した（図表２、３参照）。

集計では、総会前開示を行った３月期決算会
社は、全体の57.7%と過半を超えており、前期
の1.8%に比して著しく増加している。また、プ
ライム上場企業で見ると69.6%が総会前開示を
行っている。総会の何日前に有価証券報告書を
開示しているかについては、大部分は株主総会
の前日ないし数日前となっているが、１週間以
上前に開示を行った会社も44社と増加している

（前期11社）。こうした企業努力により、総会前
開示の取組が進展していることに感謝したい。

Ⅲ．今後の金融庁の取組

次に、本年６月に開催した第３回連絡協議会
では、金融庁としての今後の取組方針を公表し
ているため、これについて解説する（図表４参照）。

当該資料では、有価証券報告書の開示は、定
時株主総会の招集通知と同時期であり、会社法
上の事業報告等との一体開示が可能となる総会
３週間以上前が最も望ましいことを示しつつ、
総会開催日の後倒しによる総会３週間以上前の
有価証券報告書の開示（有報開示後の総会）を容
易にするための施策の実施等に取り組んでいく
ことが考えられることを述べている。ここで「有
報開示後の総会」としている趣旨は、有価証券
報告書の開示時期の前倒しによる総会前開示

（図表５の①・②参照）では、総会３週間以上前
の有価証券報告書の開示を実現できる企業は限
定的であると考えられるため、定時株主総会の
後倒しによって有価証券報告書の作成スケ
ジュールを変えずに総会３週間以上前の開示を
実現する方法（図表５の③参照）を企業が容易に
取れるようにするための施策の実施等に取り組

【図表１】総会前開示の状況（～2025年２月期）総総会会前前開開示示のの状状況況（（～～2025年年２２月月期期））

 大大臣臣要要請請のの発発出出前前ににおおいいててもも、有価証券報告書の定時株主総会前の開示（以下「総会前開示」という。）を
行っている上場企業の数は、従前より微微増増傾傾向向にある。

 総会前開示を行っている場合でも、総会数日前であることが多く、１１週週間間以以上上前前のの提提出出はは21社社のみ。

【有価証券報告書の提出時期調べ（23年３月期～25年２月期）】

【総会前開示を実施している81社の内訳（24年３月期～25年２月期） 】

1⽇前 2⽇前 3⽇前 4⽇前 5⽇前 6⽇前 7⽇前 8⽇以上前
企業数 27 14 4 5 3 7 10 11

（出典）金融庁作成。 23.3月期はEY新日本監査法人

※総会同日又は数日以内の開示が９割以上

企業数 総会前開⽰ ⽐率 総会同⽇ 総会+1⽇ 総会＋2⽇ 総会＋3⽇
23.3 2,325 33 1.4% 1,122 819 54 215
合計 3,913 48 1.2% 1,746 1,503 110 357
24.3 2,312 42 1.8% 1,126 887 48 155
24.4 42 0 0.0% 16 15 1 7
24.5 91 2 2.2% 33 39 0 11
24.6 168 4 2.4% 68 63 0 29
24.7 58 0 0.0% 25 16 2 12
24.8 95 0 0.0% 34 49 3 6
24.9 201 2 1.0% 77 67 10 28
24.10 67 1 1.5% 26 29 3 4
24.11 65 1 1.5% 29 33 0 0
24.12 546 9 1.6% 239 184 18 85
25.1 65 2 3.1% 20 19 3 15
25.2 219 18 8.2% 54 116 7 16
合計 3,929 81 2.1% 1,747 1,517 95 368

24年度

23年度

決算期

（注） 個別事情により結果として総会前開示となった企業は、企業数には含めているが、総会前開示には含めていない。

（前期）
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【図表３】2025年３月期に係る総会前開示の状況②

【【総総会会前前開開示示のの割割合合（（業業種種別別））】】
（（総総会会前前会会社社数数／／業業種種別別合合計計））

【【総総会会前前開開示示のの状状況況（（時時価価総総額額別別））】】

会会社社名名（五十音順）社社数数開開示示時時期期

ＨＯＹＡ１社21日前

Ｔ＆Ｄホールディングス１社14日前

ＺＯＺＯ１社13日前

トレイダーズホールディングス１社９日前

コンコルディア・フィナンシャルグループ、四国銀行、十六フィナンシャルグ
ループ、ニチレイ

４社８日前

アイティフォー、アルファポリス、阿波銀行、池田泉州ホールディングス、ウェ
ルディッシュ、大林組、オリンパス、群馬銀行、コニシ、さくらケーシーエス、滋
賀銀行、七十七銀行、信越化学工業、図研、住信ＳＢＩネット銀行、西華産業、
大成建設、大和ハウス工業、TANAKEN、ちゅうぎんフィナンシャルグループ、

蝶理、ティラド、ナカボーテック、ニチレキグループ、日本取引所グループ、日
本ライフライン、ブルボン、豊和銀行、北洋銀行、MARUWA、みずほフィナン

シャルグループ、三井住友フィナンシャルグループ、武蔵野銀行、山口フィナ
ンシャルグループ、山善、ヤマトホールディングス

36社７日前

【【総総会会１１週週間間以以上上前前にに開開示示をを行行っったた会会社社一一覧覧】】

（注）いずれの表においても、個別事情のある会社は総会前に含めていない。

（（社社））

（注）「合計」欄には、集計時点で有価証券報告書を開示していない会社を含む。時価総額は2025年６月末時点。

（出典）３月末日を決算期とする上場会社の有価証券報告書及び臨時報告書。2025年６月末時点で集計。

0% 25% 50% 75% 100%

サービス業

不動産業

その他金融業

保険業

証券、商品先物取…

銀行業

小売業

卸売業

情報・通信業

倉庫・運輸関連業

空運業

海運業

陸運業

電気・ガス業

その他製品

精密機器

輸送用機器

電気機器

機 械

金属製品

非鉄金属

鉄 鋼

ガラス・土石製品

ゴム製品

石油・石炭製品

医薬品

化 学

パルプ・紙

繊維製品

食料品

建設業

鉱 業

水産・農林業 (2/7)
(2/3)

(70/112)
(48/83)
(18/31)
(12/17)
(95/152)
(18/40)
(6/7)
(7/13)
(20/40)
(20/36)
(17/27)
(28/56)
(84/154)
(105/172)
(48/79)
(16/33)
(24/57)
(17/22)
(39/56)
(8/10)
(2/4)

(20/30)
(117/245)
(108/204)
(67/140)
(83/83)
(25/33)
(9/10)
(23/28)
(30/56)

(122/229)

21日
以上前

14～20
日前

7～13
日前

4～6
日前

3日前 2日前 1日前
総会前
会社数

総会同日
総会後

合計
総会前
割合

３月期
決算会社

1 1 42 122 95 206 843 1,310 951 2,269 57.7%

3兆円～ 1 0 4 8 8 13 17 51 12 64 79.7%

1～3兆円 0 1 6 6 4 15 30 62 15 77 80.5%

5千億～1兆円 0 0 3 8 8 11 40 70 19 89 78.7%

～5,000億 0 0 29 100 75 167 756 1,127 905 2,039 55.3%

【図表２】2025年３月期に係る総会前開示の状況①

総総会会前前, 
1310社社, 
57.7%

総総会会同同日日,
462社社, 
20.4%

総総会会後後, 
489社社, 
21.6%

未未定定・・未未公公表表,
8社社, 0.4%

【【有有価価証証券券報報告告書書のの開開示示時時期期】】

 大臣要請を受け、総会前開示を行った３月期決算会社は全全体体のの57.7％％ととななりり、、前前期期にに比比ししてて著著ししくく増増加加
（前期は1.8％）。

 市場別で見ると、ププラライイムム上上場場企企業業のの69.6% がが総総会会前前開開示示を行った。

 総会数日前の開示であることが多いが、１１週週間間以以上上前前にに開開示示ししたた会会社社もも44社社にに増増加加（前期は11社）。

 日経225を構成する企業のうち81.2％％がが総総会会前前開開示示を行った（前期は10.5％）。

【【総総会会前前開開示示のの状状況況（（市市場場別別））】】 ((社社))

（出典）３月末日を決算期とする上場会社の有価証券報告書及び臨時報告書。2025年６月末時点で集計。

（注） 「合計」欄には、集計時点で有価証券報告書を開示していない会社を含む。個別事情のある会社は総会前に含めていない。

1 1 42 
122 95 

206 

843 

21日
以上前

14～20
日前

7～13
日前

4～6
日前

3日前 2日前 1日前

【【総総会会前前開開示示のの状状況況（（日日数数別別））】】 ((社社))

21日
以上前

14～20
日前

7～13
日前

4～6
日前

3日前 2日前 1日前
総会前
会社数

総会同日
総会後

合計
総総会会前前
割割合合

３月期
決算会社

1 1 42 122 95 206 843 1,310 951 2,269 5577..77%%

プライム 1 1 33 81 62 138 460 776 336 1,115 6699..66%%

スタンダード 0 0 7 32 23 62 311 435 482 922 4477..22%%

グロース 0 0 1 7 8 5 52 73 105 178 4411..00%%

その他市場 0 0 1 2 2 1 20 26 28 54 4488..11%%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

【【有有価価証証券券報報告告書書のの累累積積開開示示率率】】

（（日日経経222255銘銘柄柄・・３３月月期期決決算算会会社社））

当期（実績） 前期（実績）

前前期期

10.5%

当当期期

81.2%
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んでいくということにある❸。
このような観点から、実例に即した勉強会を

行って上場会社の取組を支援するほか、金融庁
のウェブサイトにおいて周知・啓発活動を行う
としている（図表４の①・③参照）。ウェブサイ
トでは、総会２週間以上前に有価証券報告書の
開示を予定している会社について、総会の前月
末を目途に事前公表しているほか、定期的に総
会前開示を行った会社の実績についても紹介し
ているので参照されたい❹。

さらに、制度面の対応を検討することとして
おり、コーポレートガバナンス・コードの見直
しを検討すること、法務省の法制審議会等❺に
おいて株主総会に係る規律の見直しを検討する
こと（例えば、書面交付請求制度のあり方の検討や

一体開示等に係る制度横断的な検討を行うことが

考えられる。）、有価証券報告書の記載事項の整
理を検討すること等を今後の取組として示して
いる（図表４の④参照）。なお、コーポレートガ
バナンス・コードの見直しについては、本年６
月30日に「コーポレートガバナンス改革の実
質化に向けたアクション・プログラム2025」
を公表し、総会前開示を含む今後のコーポレー
トガバナンスに関わる取組を示しており❻、有
価証券報告書の記載事項の整理の検討について
は、本年６月25日に開催された第55回金融審
議会総会・第43回金融分科会合同会合❼におけ
る「企業情報の開示のあり方に関する検討」に
関する諮問の対象に含まれている。

また、株主総会より前に有価証券報告書が開

【図表４】「有報開示後の総会」を実現するための今後の取組について
 投資家の意思決定に必要な時間を十分確保し、定時株主総会での議決権行使に役立てるためには、有報の

開示は、総会の招集通知と同時期であり、一一体体開開示示がが可可能能ととななるる総総会会３３週週間間以以上上前前がが最最もも望望ままししいい。

 その実現のためには、株株主主総総会会よよりり前前にに有有報報がが開開示示さされれるる慣慣行行のの醸醸成成もも重重要要であることから、本年３月28日
に金融担当大臣より「株主総会前の適切な情報提供について（要請）」を発出し、取取組組のの第第一一歩歩ととししてて、、本本年年
かからら、、ままずずはは有有価価証証券券報報告告書書をを株株主主総総会会のの前前日日なないいしし数数日日前前にに提提出出すするるここととのの検検討討をを要要請請。

 今後、要請を受けた企企業業のの対対応応状状況況をを把把握握しつつ、総総会会開開催催日日のの後後倒倒ししにによよるる総総会会３３週週間間以以上上前前のの有有報報開開
示示（（有有報報開開示示後後のの総総会会））を容易にするための施策の実施等に取り組んでいくことが考えられる。

「「有有報報開開示示後後のの総総会会」」をを実実現現すするるたためめのの今今後後のの取取組組ににつついいてて

印刷
会社

業界
団体

政府
②② 上上場場会会社社にに対対しし、、適適切切なな情情報報提提供供をを要要請請

a. 実態を把握しつつ、有有報報レレビビュューーににおおいいてて調調査査

③③ 各各種種情情報報をを集集約約ししたたウウェェブブササイイトトをを作作成成しし、、
業業界界団団体体とともも連連携携ししつつつつ、、周周知知・・啓啓発発をを実実施施

a. 従前の制制度度・・運運用用面面のの取取組組をを総総覧覧するとともに、解解釈釈
をを明明確確化化

b. 上場企業における取組の好好事事例例をを公公表表

c. 総総会会２２週週間間以以上上前前の開示を予定する会社を事事前前公公表表

d. 総会より前に有報を開示した会社を事事後後公公表表

上場会社 投資家

 スチュワードシップ活動の実質化のため、
投資先企業の状況を的確に把握した上で
エンゲージメントを行う必要

 対話を通じて適適切切なな情情報報開開示示のの必必要要性性を伝達

 議議決決権権基基準準日日変変更更やそれに伴う配配当当決決議議のの
取取締締役役会会授授権権に係る定款変更議案について
は、その趣趣旨旨をを踏踏ままええてて適適切切にに判判断断

①① 上上場場会会社社の取取組組をを支支援援

a. 実例創出・実務上の課題解決のため、勉勉強強会会を実施

b. 実例を創出しつつ、一一体体開開示示用用ののフフォォーーママッットトをを整整備備

c. 関係省庁合同で相相談談窓窓口口を設置

④④ 制制度度面面のの対対応応をを検検討討

a. 有報開示後の総会の重要性をココーーポポレレーートトガガババナナンンスス・・ココーードドで明確化・要請

b. 法制審議会等において、総総会会にに係係るる規規律律のの見見直直しし

c. 一体開示をより容易にするためにも、有有報報のの記記載載事事項項をを整整理理

フォーマット

支援・要請・周知

25/3/28
実施

❸　図表５の④の決算期前倒しによる方法は、総会開催日を動かさずに決算期を動かす方法であり、12
月期決算会社が③の総会後倒しを行う場合とスケジュールは同様である。
❹　有価証券報告書の定時株主総会前の開示について
❺　法制審議会－会社法制（株式・株主総会等関係）部会
❻　コーポレートガバナンス改革の実質化に向けたアクション・プログラム2025の公表について
❼　第55回金融審議会総会・第43回金融分科会合同会合 議事次第
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示される慣行の醸成も重要であることから、大
臣要請で示した株主総会の前日ないし数日前の
有価証券報告書の開示についても、引き続き、
取組の第一歩として進めていくこととしている。
この点については、Ⅱ．で紹介したように企業
の開示状況の実態把握を行いつつ、有価証券報
告書レビューにおいて、各社の検討状況を調査
していく。有価証券報告書レビューの実施につ
いては、本年４月１日に実施スケジュールや調
査票の内容を公表しているので参照されたい❽。

Ⅳ．おわりに

総会前開示についての検討は、2009年の金
融審議会報告❾において、「株主・投資者に対
する経営者の説明責任の徹底の観点から、金融

商品取引法上の有価証券報告書・内部統制報告
書を株主総会への報告事項にすべき」との指摘
を受けたことが端緒の一つであり、以来、様々
な取組が行われてきた�。また、近年では、定
時株主総会後に有価証券報告書が開示されると
いう運用は諸外国では見られないため、海外機
関投資家からの総会前開示を求める声がより強
くなってきている。

企業努力による情報開示の充実が、総会前開
示が行われていないことを理由に適正に評価さ
れていない現状があると考えられることから、我
が国の運用をグローバルな水準に揃えることに
よってコーポレートガバナンスの実質化が進み、
日本市場への評価が高まることを期待したい。

【図表５】総会前開示の実現方法

（注）エンプティボーティングの観点から、議決権基準日を実務上可能な範囲で総会に近接させることも考えられる。
※会社法上、総会３週間前までに事業報告・計算書類等を電子提供する必要がある。これらの会社法上の書類と有報を合わせて一つの開示書類とすることを一体開示という。

決決算算期期をを前前倒倒しし

 有報を定時株主総会前に開示するためには、下図①～④の方法が考えられる（いいずずれれもも現現行行法法上上可可能能）。

 ①であっても、総会での有報の参照が可能となり質疑が効率化するなど、一一定定のの意意義義ががああるると考えられるが、
投投資資判判断断にに必必要要なな時時間間をを十十分分確確保保すするるたためめににはは、、３３週週間間以以上上前前のの開開示示がが望望ままししいい（一体開示も可能となる）。

 総会３週間以上前の開示を、②～④のいいずずれれのの方方法法にによよっってて実実現現すするるかかはは任任意意であり、当該会社において
その事情を踏まえ、実務負担の少ない方法を選択できる。

議議決決権権基基準準日日
をを後後倒倒しし

総総会会前前開開示示のの実実現現方方法法

６月末３月末

決決
算算
短短
信信

７月末５月末４月末

第第
１１
四四
半半
期期
短短
信信

有有報報
総総会会

事事報報
①①現現行行実実務務をを

拡拡大大
（（期期末末＝＝基基準準日日））

③③総総会会後後倒倒しし
（（期期末末≠≠基基準準日日））

✓✓国国内内少少数数例例有有

有有報報

＜３月期決算会社の場合＞

②②有有報報前前倒倒しし
（（期期末末＝＝基基準準日日））

９月末・・・

総総会会

有有報報

事事報報

配当
基準日

現状、８割以上の
企業が総会同日or
翌日に有報開示

配配当当基基準準日日はは
期期末末維維持持もも可可能能

事事報報

議決権
基準日

④④決決算算期期前前倒倒しし
（（期期末末≠≠基基準準日日））

12月末

決決
算算
短短
信信

・・・

第第
１１
四四
半半
期期
短短
信信

有有報報
総総会会

事事報報

総会開催時期
の変更不要

招招集集
通通知知

招招集集
通通知知

招招集集
通通知知

３週間以上前
に有報開示

総総会会
最最大大９９月月末末ままでで延延長長
すするるこことともも考考ええらられれるる３週間以上前

に有報開示

議決権
基準日

配当
基準日

議決権
基準日

配当
基準日

１日以上前
に有報開示

招招集集
通通知知

（注）

一一体体開開示示
可可能能

一一体体開開示示
可可能能

※

※

※

※

両基準日

・会社法上、定時株主総会は「毎事業年
度の終了後一定の時期に招集」とされ
ており、期限の定めはない。

・他方、法人税法の申告期限の延長は、
事業年度経過後６ヵ月が最大であり、
これが実質的な延長の限度。

（定款で取締役会に授権）

❽　有価証券報告書の作成・提出に際しての留意すべき事項等（識別された課題への対応にあたって参考
となる開示例集を含む）及び有価証券報告書レビューの実施について（令和７年度）
❾　「金融審議会金融分科会　我が国金融・資本市場の国際化に関するスタディグループ報告　～上場会

社等のコーポレート・ガバナンスの強化に向けて～」
�　有価証券報告書の定時株主総会前の開示に向けた施策等の一覧


